
第２期復興・創⽣期間までの復興
施策の総括に関するWG報告

（原⼦⼒災害被災地域に係る復興
施策の現状と課題（総括））

取組の状況

※本資料は、総括WG報告（原⼦⼒災害被災地域に係る
復興施策の現状と課題（総括））における、「今後の課
題」について、主な取り組みの状況を記載したもの。

（参考資料）



• 廃炉作業について、技術開発や⼈材育成も含めた地元企業との連携が重要。
• 福島第⼀原⼦⼒発電所の視察の積極的受⼊れは有意義であり、交流⼈⼝増加の観点か

らも重要。海外向けの積極的な情報発信も重要。

• 廃炉関連産業への地元企業の参⼊を促進するため、イノベ機構、相双機構、東京電⼒が
連携して2020年7⽉に「福島廃炉関連産業マッチングサポート事務局」を設⽴し、国も⽀
援。

• 廃炉関連産業参⼊に関する相談窓⼝を設置し、個別マッチングのほか、廃炉マッチング会や
廃炉スタディツアー、廃炉産業ビジネス総合展を開催し、2026年3⽉末まで計1,991件が
成約。

• 廃炉現場の視察機会拡⼤を通じた情報発信に取り組んでいる。

• 廃炉等に関する英語版動画やパンフレット等の説明資料を作成し、IAEA総会サイドイベン
トや要⼈往訪の機会を活⽤するなど、様々なルートで、海外に向けて情報発信。

事故収束（廃炉・汚染⽔・処理⽔対策）

・視察機会の拡⼤（2024年度実績︓約20,500⼈）
・ツアー型の視察受け⼊れ（2024年度実績︓856⼈）
・視察と東電社員の座談会をセットにした視察座談会の実施

伊藤復興⼤⾂（当時）、駐⽇サウジアラビア王国
ガーズィー・ファイサル・エス・ビンザグル特命全権⼤使
による東京電⼒福島第⼀原発発電所の視察
（2025年６⽉25⽇）

個別マッチング 廃炉マッチング会 廃炉スタディツアー 廃炉産業ビジネス総合展
（福島県主催）

各分野の主な課題

取組の状況
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• 福島県内の除去⼟壌等について、中間貯蔵開始後30年以内に県外最終処分を完了す
るため、毎年具体的な取組を進め、その進捗を国⺠に⽰していくことが重要。

• 2025年５⽉に「福島県内除去⼟壌等の県外最終処
分の実現に向けた再⽣利⽤等の推進に関する基本⽅
針」、2025年８⽉に当⾯５年程度のロードマップを決定。

• 2025年７⽉に総理⼤⾂官邸で復興再⽣利⽤を施⼯
し、９⽉以降、霞が関の中央官庁の花壇等11箇所で
施⼯。

• 現在は、ロードマップに沿って、霞が関の中央官庁以外の
各地にある各府省庁の分庁舎等での復興再⽣利⽤に
ついて、検討を進めている。

環境再⽣に向けた取組

▲総理⼤⾂官邸

▲中央合同庁舎第４号館
（駐⾞場前花壇）

復興再⽣利⽤の実施

呼称「復興再⽣⼟」の決定
復興再⽣利⽤の必要性・安全性
に係る理解促進のため、復興再⽣
利⽤に⽤いる除去⼟壌の呼称を
「復興再⽣⼟」と決定。

環境⼤⾂会⾒時
（2025年9⽉26⽇）

イベントへの出展

▲⼤阪・関⻄万博での展⽰（2025年9⽉）

現地⾒学会

▼再⽣利⽤実証事業▼中間貯蔵施設

パネルディスカッション
理解醸成活動の⼀環として、除去⼟壌等の県
外最終処分・復興再⽣利⽤についてともに考え、
理解を深めるためのパネルディスカッションを実施。

開催時の様⼦
（2025年9⽉ 東京都千代⽥区）

有識者会議の設置

環境再⽣に関する技術等検討会
（第１回）

各分野の主な課題

取組の状況
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• 帰還の促進と併せて、移住・定住の促進、また、ホープツーリズムを始めとする観光振興を通じ
た交流⼈⼝・関係⼈⼝の拡⼤等を図るべき。⼆地域居住に関する政府の施策の活⽤が重
要。

• 2026年度から、ふくしま12市町村移住⽀援センターの機能強化として、新たに東京に拠点を
設置し⾸都圏域での情報発信を強化するとともに、移住者が⺠間賃貸住宅に⼊居する際の
家賃低廉化及び移住者が空き家を改修する際の補助を12市町村統⼀的に実施するなど、
被災地域全体として更なる移住・定住を促進。

• ホープツーリズムをはじめとした国内外からの更なる誘客に向けて、「サイクルガイド」の育成など
の滞在コンテンツの充実・強化や、インフルエンサーの招聘によるプロモーション強化などの取組
を⽀援。

• 今年度中に開始を予定する「ふるさと住⺠登録制度」の説明会を実施予定。ふるさと住⺠登
録制度モデル事業に飯舘村が採択。

帰還・移住等の促進、⽣活再建等

被災12市町村 移住世帯数・移住者数推移（福島県公表）
令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度令和元年度

⼈数世帯数⼈数世帯数⼈数世帯数⼈数世帯数⼈数世帯数⼈数世帯数

822578839637603427436326213155152115

移住相談窓⼝ 移住相談フェア お試し住宅

各分野の主な課題

取組の状況

• 帰還・移住の促進のためには、住宅の確保や医療機関の存在が重要。

• 移住者も⼊居可能な⺠間が整備する福島再⽣賃貸住宅の⺠間供給型について、建設費の
補助率を現⾏の１／５から２／５に引き上げる制度改正を実施。

• 2029年度以降の早期開院を⽬指す 「双葉地域における中核的病院」（⼤熊町）の整備
を⽀援。

各分野の主な課題

取組の状況

事業者

80/100

建
設
費

公費

20/100

1/5 4/5

事業者

60/100

建
設
費

公費

40/100

2/5 3/5

現⾏ 改正
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• 原⼦⼒災害の特殊な状況を踏まえ、⼼のケア等、被災した⼦どもを含む被災者の⽀援、ま
た、コミュニティ形成の取組を丁寧に継続していくことが重要。

• ⼼のケアセンターを設置し、医師、保健師、看護師、精神保健福祉⼠などの専⾨家の多職
種チームを構成し、被災者の⼼のケアに関する取組を実施。

• 被災した⼦どもに対する⼼のケア・学習⽀援・経済的⽀援を⾏うため、⼀般事業に加え、被
災地を対象とした特別な事業を実施（福島県において、教職員加配:374⼈（2025年
度）、スクールカウンセラー派遣:161⼈（2024年度）、スクールソーシャルワーカー派
遣:33⼈（2024年度））。

• 災害公営住宅等への移転後のコミュニティ形成を円滑に進めるための活動を⽀援。
例︓避難先地域への町⺠交流施設の設置運営や、避難者を含めた町⺠同⼠や地域住⺠

との交流会の開催により、きずなの維持・コミュニティの形成を⽀援（双葉町）

• 帰還困難区域の多くを占める森林の取扱いについては、地域の住⺠にとって極めて重要な
課題。

• 作業者の安全・安⼼の確保のため、被ばく線量管理が必要な場合の留意事項をまとめた
「福島の森林・林業再⽣に向けた森林作業ガイドライン」を2026年１⽉に策定。今後、地
域の要望を踏まえ、森林整備の再開に順次着⼿。

帰還・移住等の促進、⽣活再建等

⼼のケアセンター スクールカウンセラー

各分野の主な課題

取組の状況

各分野の主な課題

取組の状況
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• 福島イノベーション・コースト構想を軸とした産業発展においては、イノベーションを通じた社会
の持続可能性への貢献と、収益⼒を通じた事業者の持続可能性の２つのサスティナビリティ
（持続可能性）が重要。

• 2025年６⽉、第３期復興・創⽣期間に向けた課題認識や地域の実情を踏まえ「⻘写
真」を改定。
＜中⻑期的に⽬指していく姿＞
• 浜通り地域等をあらゆるチャレンジが可能な「実証の聖地」と位置づけ、2030年頃ま

でに重点分野を軸に、浜通り地域等が⼀体となって産業集積を進め、⾃⽴的・持続
的な産業発展を⽬指す。

• 社会課題解決に共感する⼈々が協働する、賑わいと活⼒あるイノベーティブで暮らしや
すい地域へ。

• 「世界が瞠⽬する地域」として、創造的復興を実現。

• 雇⽤の創出及び産業集積を図り、⾃⽴・帰還を加速させるため⾃⽴・帰還⽀援雇⽤創出
企業⽴地補助⾦等による⽀援を実施。2025年度までに、累計439件の事業を採択し、
4,958⼈の新規地元雇⽤創出。

• ⾃⽴・帰還⽀援雇⽤創出企業⽴地補助⾦では、地域の防犯、除草等の地域コミュニティ
貢献活動の実施を進出企業に促す改正を実施。

産業・⽣業に関する取組等

⼤熊ダイヤモンドデバイス㈱
（⼤熊町）

㈱イノフィス
（南相⾺市）

Zip Infrastructure㈱
（南相⾺市）

ツール・ド・ふくしま
（浜通り地域等15市町村）

各分野の主な課題

取組の状況
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• 農業については、被災12市町村の営農再開を進めていく中で、広域的な産地形成を促し、
ロットを⼤きくして取り組んでいく視点を持つことが、加⼯・流通事業者のニーズに応え、最終
的に消費者への安定供給に資する⾯からも重要。

• ⽔産業については、地球温暖化など⽇本全体を取り巻く課題への対処を継続的に議論して
いくことも重要。

• 被災12市町村の営農再開⾯積の割合は約５割。営農再開の加速化に向け、農地の⼤
区画化・利⽤集積、６次産業化施設の整備を促進。スマート農業の推進などによる⼤規
模で労働⽣産性の⾼い農業経営の展開、広域的な⾼付加価値産地の形成を推進してい
る。

• 2026年度から、営農再開に関連する事業を統合し、福島県に設置した基⾦を通じて⼀体
的に推進することにより、営農再開の加速化・広域的な⾼付加価値産地の創出を⽀援して
いる。

• 漁業の⽔揚げは、近年の主要⿂種の不漁等の影響もあり、震災前の４〜６割程度と低調
（⽔揚量は岩⼿は４割、宮城は６割、福島は４割）。また、⽔産加⼯業の売上げも、い
まだ回復途上。

• ⽔産加⼯業の販路の回復・開拓に向け、商談会の開催や加⼯機器の導⼊、量販店での
販売促進等を⽀援。また、漁業の本格操業への移⾏に取り組む福島県を中⼼に、新漁船
の導⼊や養殖業への転換による計画的な⽔揚げ拡⼤等を⽀援。

産業・⽣業に関する取組等

３県の⽔揚状況
原⼦⼒災害被災12市町村の

営農再開⾯積の割合

各分野の主な課題

取組の状況

出典︓農林⽔産省「東⽇本⼤震災からの⽔産業復興へ向けた現状と課題
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• F-REIは、福島をはじめ東北の復興を実現するための夢や希望となることを⽬指すものであり、
その取組の成果が、福島県浜通り地域等はもちろん、福島ひいては⽇本全体に広がることを
期待。

• F-REIの取組内容やその成果の⾒通しについて、多様な媒体を⽤いて、わかりやすく定期的
かつ積極的に発信していくことが必要。

• 国際社会における福島の復興再⽣への理解を進めるためにも、F-REIが学術分野における
国際連携を進めていくことを期待。

• 福島ならではの優位性を発揮できる５つの研究分野について、研究体制の構築等を⾏って
いるところ。これまでに約50の外部への委託研究とともに、18テーマのエフレイ直営研究グ
ループを⽴ち上げ、研究を実施（2026年５⽉14⽇現在）。

• 施設整備は、2026年度本部施設棟の建築⼯事に着⼿予定（2028年度完成⽬標）。
2030年度までに施設全体の順次供⽤を⽬指す。

• ロボット分野での協⼒に関する覚書を締結した英国原⼦⼒公社（UKAEA）との間で、廃
炉ロボット技術に関するワークショップを開催。

• 国際的な総合科学雑誌「Nature」及びそのウェブサイトに、F-REIに関する記事広告
「Seeking discovery in the wake of disaster」を掲載し、F-REIの研究内容を情報
発信。

福島国際研究教育機構の取組
各分野の主な課題

取組の状況

F-REIの研究分野について F-REIの施設整備のイメージ
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• 各省庁が連携し、政府⼀体となって効果的に情報発信していくことが重要。

• 復興⼤⾂の下、関係府省庁のタスクフォースを開催。2025年10⽉、復興に向けた課題の
情報発信に関する施策をまとめた「リスクコミュニケーションの分野横断的な考え⽅と各課題に
係る情報発信等施策パッケージ（追補版）」に除去⼟壌の復興再⽣利⽤等にむけた取組
を追加。

• 地⽅公共団体が⾃らの創意⼯夫によって地域の魅⼒や⾷品の安全性等を発信する取組の
⽀援（地域情報発信交付⾦）を強化。

• 現在も続く輸⼊規制の撤廃が重要。また、販路拡⼤等の取組が、輸⼊再開後の産品の消
費拡⼤にも活かされるよう、施策を進めていくことを期待。

• ⽇本産⾷品等に対する輸⼊規制について、直近では2025年11⽉に台湾が規制を撤廃し、
現在までに50か国・地域で撤廃。

• 販路開拓⽀援等に向け、JETRO等を通じ国内外約290件の商談イベント等を開催。

• 被災地各地の追悼施設・震災遺構・伝承施設等の間で、あるいは各県や市町村の域を越
えた広域で連携しつつ、⾵評払拭や⾵化防⽌のためにも、引き続き情報発信に取り組んで
いくことが重要。

• 福島県復興祈念公園 国営追悼・祈念施設を整備（2026年５⽉２⽇開園）。

• 震災から15年を迎えるに当たり、伝承施設等を訪問した被災地内外の若者が、震災の教
訓や復興の知恵を次世代・全国へ発信するシンポジウムを、能登半島地震被災地である⽯
川県にて開催。

⾵評払拭・リスクコミュニケーションの推進
各分野の主な課題

各分野の主な課題

取組の状況

各分野の主な課題

取組の状況

取組の状況
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第
２

期
復
興
・
創
生
期
間
ま
で
の
復

興
施
策

の
総

括
に

関
す
る
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル
ー
プ

報
告
の
概
要

（
原
子
力
災
害
被
災
地
域
に
係
る
復
興
施
策
の
現
状
と
課
題
（
総
括
）
）

Ⅰ
．
概
論

・
原
子
力
災
害
と
い
う
特
殊
な
要
因
を
理
解
し
、
被
災
地
に
寄
り
添
い
、
丁
寧
に
耳
を
傾
け
、
現

場
の
実
情
を
把
握
す
る
こ
と
が
不
可
欠
。

・
地
域
ご
と
に
復
興
の
ス
ピ
ー
ド
や
進
捗
が
大
き
く
異
な
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
地
域
ご
と
に
適
用

す
べ
き
施
策
を
き
め
細
や
か
に
判
断
す
る
こ
と
が
重
要
。

・
発
信
力
や
魅
力
の
あ
る
若
手
や
世
界
の
課
題
解
決
を
リ
ー
ド
す
る
人
材
の
育
成
が
更
に
重
要
。

・
各
施
策
の
不
断
の
見
直
し
を
行
い
、
重
要
課
題
へ
の
対
応
が
必
要
。

Ⅱ
．
各
分
野

１
．
事
故
収
束
（
廃
炉
・
汚
染
水
・
処
理
水
対
策
）

・
廃
炉
作
業
に
つ
い
て
、
技
術
開
発
や
人
材
育
成
も
含
め
た
地
元
企
業
と
の
連
携
が
重
要
。

・
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
視
察
の
積
極
的
受
入
れ
は
有
意
義
で
あ
り
、
交
流
人
口
増
加
の
観

点
か
ら
も
重
要
。
海
外
向
け
の
積
極
的
な
情
報
発
信
も
重
要
。

２
．
環
境
再
生
に
向
け
た
取
組

・
福
島
県
内
の
除
去
土
壌
等
に
つ
い
て
、
中
間
貯
蔵
開
始
後

30
年
以
内
に
県
外
最
終
処
分
を
完
了

す
る
た
め
、
毎
年
具
体
的
な
取
組
を
進
め
、
そ
の
進
捗
を
国
民
に
示
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

・
復
興
再
生
利
用
に
係
る
基
準
等
を
踏
ま
え
、
取
組
を
継
続
的
に
実
施
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

３
．
帰
還
・
移
住
等
の
促
進
、
生
活
再
建
等

・
帰
還
の
促
進
と
併
せ
て
、
移
住
・
定
住
の
促
進
、
ま
た
、
ホ
ー
プ
ツ
ー
リ
ズ
ム
(※
)を
は
じ
め
と

す
る
観
光
振
興
を
通
じ
た
交
流
人
口
・
関
係
人
口
の
拡
大
等
を
図
る
べ
き
。
二
地
域
居
住
に
関

す
る
政
府
の
施
策
の
活
用
が
重
要
。
※
震
災
・
原
発
事
故
の
被
災
地
域
を
フ
ィ
ー
ル
ド
と
し
た
福
島
県
が
推
進
す
る
学
び
の
旅

・
帰
還
・
移
住
の
促
進
の
た
め
に
は
、
住
宅
の
確
保
や
医
療
機
関
の
存
在
が
重
要
。

・
原
子
力
災
害
の
特
殊
な
状
況
を
踏
ま
え
、
心
の
ケ
ア
等
、
被
災
し
た
子
ど
も
を
含
む
被
災
者
の

支
援
、
ま
た
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
の
取
組
を
丁
寧
に
継
続
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

・
帰
還
困
難
区
域
の
多
く
を
占
め
る
森
林
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
地
域
の
住
民
に
と
っ
て
極
め

て
重
要
な
課
題
。

４
．
産
業
・
生
業
に
関
す
る
取
組
等

・
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
を
軸
と
し
た
産
業
発
展
に
お
い
て
は
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
通
じ
た
社
会
の
持
続
可
能
性
へ
の
貢
献
と
、
収
益
力
を
通
じ
た
事
業
者
の
持
続
可
能
性
の
２

つ
の
サ
ス
テ
ィ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
（
持
続
可
能
性
）
が
重
要
。

・
農
業
に
つ
い
て
、
広
域
的
な
産
地
形
成
を
促
し
、
ロ
ッ
ト
を
大
き
く
し
て
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と

が
、
加
工
・
流
通
事
業
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
、
最
終
的
に
消
費
者
へ
の
安
定
供
給
に
資
す
る
こ
と

か
ら
重
要
。

・
水
産
業
に
つ
い
て
、
地
球
温
暖
化
な
ど
日
本
全
体
を
取
り
巻
く
課
題
へ
の
対
処
を
継
続
的
に
議
論

し
て
い
く
こ
と
も
重
要
。

５
．
福
島
国
際
研
究
教
育
機
構
（

F-
R

EI
）
の
取
組

・
F-

RE
Iは
、
福
島
を
は
じ
め
東
北
の
復
興
を
実
現
す
る
た
め
の
夢
や
希
望
と
な
る
こ
と
を
目
指
す

も
の
で
あ
り
、
そ
の
取
組
(※
)の
成
果
が
、
福
島
県
浜
通
り
地
域
等
は
も
ち
ろ
ん
、
福
島
ひ
い
て

は
日
本
全
体
に
広
が
る
こ
と
を
期
待
。

※
①
ロ
ボ
ッ
ト
②
農
林
水
産
業
③
エ
ネ
ル
ギ
ー
④
放
射
線
科
学
・
創
薬
医
療
、
放
射
線
の
産
業
利
用
⑤
原
子
力
災
害
に
関
す
る
デ
ー
タ
や
知
見

の
集
積
・
発
信
の
５
分
野
を
基
本
と
す
る
研
究
開
発
、
産
業
化
、
人
材
育
成
等

・
F-

RE
Iの
取
組
内
容
や
そ
の
成
果
の
見
通
し
に
つ
い
て
、
多
様
な
媒
体
を
用
い
て
、
わ
か
り
や
す

く
定
期
的
か
つ
積
極
的
に
発
信
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

・
国
際
社
会
に
お
け
る
福
島
の
復
興
再
生
へ
の
理
解
を
進
め
る
た
め
に
も
、

F-
RE

Iが
学
術
分
野
に

お
け
る
国
際
連
携
を
進
め
て
い
く
こ
と
を
期
待
。

６
．
風
評
払
拭
・
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

・
被
災
地
を
実
際
に
訪
れ
、
現
地
を
見
て
も
ら
い
、
地
元
産
品
を
食
べ
て
も
ら
う
こ
と
を
通
じ
て
、

地
域
の
魅
力
へ
の
理
解
を
促
進
す
る
こ
と
が
重
要
。

・
各
省
庁
が
連
携
し
、
政
府
一
体
と
な
っ
て
効
果
的
に
情
報
発
信
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

・
現
在
も
続
く
輸
入
規
制
の
撤
廃
が
重
要
。
ま
た
、
販
路
拡
大
等
の
取
組
が
、
輸
入
再
開
後
の
産
品

の
消
費
拡
大
に
も
活
か
さ
れ
る
よ
う
、
施
策
を
進
め
て
い
く
こ
と
を
期
待
。

・
被
災
地
各
地
の
追
悼
施
設
・
震
災
遺
構
・
伝
承
施
設
等
の
間
で
、
あ
る
い
は
各
県
や
市
町
村
の
域

を
越
え
た
広
域
で
連
携
し
つ
つ
、
風
評
払
拭
や
風
化
防
止
の
た
め
に
も
、
引
き
続
き
情
報
発
信
に

取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
重
要
。

今
後
の
課
題

〇
令
和
７
年
度
に
「
第
２
期
復
興
・
創
生
期
間
」
が
終
了
す
る
こ
と
か
ら
、
令
和
８
年
度
以
降
の
復
興
施
策
の
検
討
の
た
め
、
こ
れ
ま
で
の
復
興
施
策
の
総
括
を
行
う
べ
く
、

復
興
推
進
委
員
会
の
下
に
「
第
２
期
復
興
・
創
生
期
間
ま
で
の
復
興
施
策
の
総
括
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」
（
総
括
Ｗ
Ｇ
）
を
開
催
。

〇
総
括
Ｗ
Ｇ
で
は
、
令
和
６
年
８
月
以
降
、
原
子
力
災
害
被
災
地
域
を
中
心
に
議
論
。
そ
の
結
果
を
各
分
野
に
係
る
現
状
と
課
題
（
総
括
）
と
し
て
取
り
ま
と
め
。

【
参

考
】

「
第

２
期

復
興

・
創
生

期
間
」
以
降
に
お
け
る
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
基

本
方

針
の
変

更
に
つ

い
て
」
（令

和
６
年

３
月

1
9日

閣
議

決
定
）

＜
抜

粋
＞

１
．
復

興
の
基

本
姿

勢
及

び
各

分
野

に
お
け
る
取
組

－
（
２
）
原
子
力
災
害
被

災
地

域
（
略

）
令

和
３
年

度
か
ら
の
当

面
１
０
年
間
、
復
興
の
ス
テ
ー
ジ
が
進
む
に
つ
れ
て
生

じ
る
新

た
な
課

題
や

多
様
な
ニ
ー

ズ
に
き
め
細
か
く
対

応
し
つ

つ
、
本

格
的

な
復

興
・再

生
に
向
け
た
取
組
を
行
う
。

【
参
考
】
議

論
の
経
過

会
合

・
令
和
６
年
８
月
か
ら
令
和
７
年
５
月
に
か
け
て
計
８
回

・
岩
手
県
、
宮
城
県
及
び
福
島
県
担
当
者
か
ら
の
説
明
を
聴
取

・
福
島
県
富
岡
町
、
大
熊
町
、
双
葉
町
及
び
浪
江
町
の
各
町
長

か
ら
の
説
明
を
聴
取

福
島
県
現
地
視
察

・
令
和
６
年
９
月
と
令
和
７
年
２
月
の
計
２
回

・
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
、
特
定
復
興
再
生
拠
点
区
域
、
帰
還
困
難
区
域
、
と
み

お
か
ア
ー
カ
イ
ブ
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
、
小
高
パ
イ
オ
ニ
ア
ヴ
ィ
レ
ッ
ジ
を
視
察

・
福
島
県
知
事
と
の
意
見
交
換
も
実
施

市
町
村
と
の
意
見
交
換

・
福
島
県
に
お
い
て
、
被
災

12
市
町
村
長
等

と
の
意
見
交
換
会
を
開
催
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地
域
に
よ
っ
て
復
興
の
段
階
が
様
々
。
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
や
特
殊
性
を
踏
ま
え
な
が
ら
、

着
実
に
取
組
を
進
め
る
。

○
事

故
収

束
（

廃
炉
・
汚
染
水
・
処
理
水
対
策
）

・
廃
炉
に
つ
い
て
は
、
安
全
確
保
を
最
優
先
に
し
つ
つ
、
持
続
的
な
⼈
的
体
制
・
資
⾦
の
確
保
、
廃
炉
を
通
じ
た

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進
、
誇
り
を
持
て
る
現
場
と
す
る
た
め
の
理
解
醸
成
・
情
報
発
信
等
を
⾏
う

・
AL
PS
処
理
⽔
の
処
分
に
つ
い
て
は
、
輸
⼊
規
制
の
即
時
撤
廃
、
⽔
産
業
⽀
援
に
取
り
組
む

○
環

境
再

生
に

向
け
た
取

組
・
福
島
県
内
の
除
去
⼟
壌
等
の
20
45
年
３
⽉
ま
で
の
県
外
最
終
処
分
に
向
け
国
が
責
任
を
持
っ
て
取
り
組
む

・
官
邸
で
の
利
⽤
の
検
討
を
始
め
政
府
が
率
先
し
復
興
再
⽣
利
⽤
を
推
進
。
最
終
処
分
場
の
候
補
地
選
定
プ
ロ

セ
ス
の
具
体
化
等
、
福
島
県
外
で
の
最
終
処
分
に
向
け
た
取
組
を
政
府
⼀
体
と
な
り
進
め
る

・
福
島
県
外
の
指
定
廃
棄
物
の
最
終
処
分
に
向
け
た
取
組
を
加
速
化

○
帰

還
・

移
住

等
の
促
進

、
生

活
再

建
、
交

流
・

関
係
人
口
の
拡
大
、
観
光
の
振
興

・
住
⺠
の
帰
還
促
進
、
避
難
指
⽰
解
除
地
域
の
復
興
に
向
け
、
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
両
⾯
で
⽣
活
環
境
を
整
備

・
住
⺠
が
⾥
⼭
の
恵
み
を
享
受
で
き
る
よ
う
、
森
林
整
備
の
再
開
を
始
め
、
「
区
域
か
ら
個
⼈
へ
」
の
考
え
⽅
の
下
、

安
全
確
保
を
⼤
前
提
と
し
た
活
動
の
⾃
由
化
等
、
住
⺠
等
の
今
後
の
活
動
の
在
り
⽅
を
検
討

・
交
流
・
関
係
⼈
⼝
の
拡
⼤
に
向
け
、
福
島
第
⼀
原
⼦
⼒
発
電
所
や
中
間
貯
蔵
施
設
等
の
活
⽤
や
芸
術
等
の
新
た

な
地
域
コ
ン
テ
ン
ツ
の
発
掘
等

・
ホ
ー
プ
ツ
ー
リ
ズ
ム
を
始
め
と
し
た
、
観
光
振
興
策
を
戦
略
的
に
推
進

○
福

島
国

際
研

究
教

育
機

構
（

F
-R
E
I）

の
取

組
の

推
進

・
「
ロ
ボ
ッ
ト
」「
農
林
⽔
産
業
」「
エ
ネ
ル
ギ
ー
」「
放
射
線
科
学
・創
薬
医
療
、放
射
線
の
産
業
利
⽤
」「
原
⼦
⼒
災
害
に

関
す
る
デ
ー
タ
や
知
⾒
の
集
積
・発
信
」の
各
分
野
の
質
の
⾼
い
研
究
開
発
の
推
進
、
施
設
整
備
の
可
能
な
限
り
の
前
倒
し

・
国
内
外
の
優
秀
な
研
究
者
が
定
住
す
る
に
ふ
さ
わ
し
い
⽣
活
環
境
整
備

○
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
を
軸
と
し
た
産
業
集
積
等
、
事
業
者
再
建

・
構
想
の
具
体
化
、
F-
RE
I等
と
の
連
携
等
を
通
じ
、「
実
証
の
聖
地
」
と
し
て
、地
域
の
稼
ぎ
・
⽇
々
の
暮
ら
し
・

担
い
⼿
の
拡
⼤
を
牽
引
し
、
20
30
年
頃
ま
で
の
⾃
⽴
的
・
持
続
的
な
産
業
発
展
を
実
現

・
ド
ロ
ー
ン
・
ロ
ボ
ッ
ト
、
衛
星
・
宇
宙
関
連
の
先
進
的
な
取
組
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
誘
致

○
農

林
水

産
業

の
再
建

・
令
和
12
年
度
末
ま
で
に
約
11
,0
00
ha
を
⽬
標
と
す
る
地
域
の
取
組
を
⽀
援
し
営
農
再
開
の
加
速
化
、

省
⼒
的
か
つ
稼
げ
る
農
業
⽣
産
体
系
の
構
築
、
広
域
的
な
産
地
形
成
の
推
進

・
帰
還
困
難
区
域
内
の
森
林
整
備
再
開
に
向
け
条
件
整
備
の
上
で
本
格
復
旧
に
着
⼿
、

中
⾼
層
公
共
建
築
物
に
お
け
る
福
島
県
産
材
の
活
⽤
に
向
け
た
関
係
省
庁
間
で
の
情
報
共
有
等

・
計
画
的
な
⽔
揚
げ
回
復
や
養
殖
⽣
産
の
取
組
、
担
い
⼿
確
保
、
ス
マ
ー
ト
⽔
産
業
の
推
進

○
風

評
払

拭
・

リ
ス
ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ
ョ

ン
の

推
進

・
⾷
品
規
制
等
を
科
学
的
・
合
理
的
⾒
地
か
ら
検
証
、安
全
性
を
担
保
さ
れ
た
⾃
家
消
費
⾷
品
の
摂
取
制
限
⾒
直
し

１
．

原
子
力
災
害
被
災
地
域

・
第
２
期
復
興
・
創
⽣
期
間
に
お
い
て
残
さ
れ
た
事
業
に
全
⼒
を
挙
げ
、
復
興
事
業
が
そ
の
役

割
を
全
う
す
る
こ
と
を
⽬
指
す
と
の
⽅
針
に
基
づ
き
取
り
組
み

・
第
２
期
復
興
・
創
⽣
期
間
の
終
了
ま
で
の
間
に
培
っ
て
き
た
ノ
ウ
ハ
ウ
の
地
⽅
公
共
団
体
等

へ
の
継
承
や
地
⽅
創
⽣
の
施
策
を
始
め
と
す
る
政
府
全
体
の
施
策
と
の
連
携
を
促
進

・
⼼
の
ケ
ア
等
や
被
災
し
た
⼦
ど
も
に
対
す
る
⽀
援
等
の
中
⻑
期
的
取
組
が
必
要
な
課
題
に
つ

い
て
は
、
被
災
地
の
状
況
を
丁
寧
に
把
握
し
関
係
省
庁
等
が
連
携
し
な
が
ら
、
政
府
全
体
の

施
策
を
活
⽤
す
る
と
と
も
に
、
ソ
フ
ト
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
の
た
め
真
に
必
要
な
範
囲
で
第
２
期

復
興
・
創
⽣
期
間
の
後
も
復
興
施
策
に
よ
り
対
応

〇
「
第
２
期
復
興
・
創
⽣
期
間
」
（
令
和
３
〜
７
年
度
）
の
最
終
年
度
に
当
た
る
令
和
７
年
度
に
復
興
事
業
全
体
の
在
り
⽅
に
つ
い
て
⾒
直
し
を
⾏
い
、

第
２
期
復
興
・
創
⽣
期
間
の
次
の
５
年
間
（
令
和
８
〜
12
年
度
「
第
３
期
復
興
・
創
⽣
期
間
」
）
ま
で
の
期
間
に
お
け
る
基
本
姿
勢
及
び
各
分
野
に
お
け
る
取
組
、
財
源
、

組
織
等
に
関
す
る
⽅
針
を
定
め
る

〇
復
興
に
向
け
た
様
々
な
課
題
に
つ
い
て
、
ま
ず
は
第
３
期
復
興
・
創
⽣
期
間
で
何
と
し
て
も
解
決
し
て
い
く
と
の
強
い
決
意
で
、
総
⼒
を
挙
げ
て
取
り
組
む

２
．
地
震
・
津
波

被
災

地
域

基
本
姿
勢
及
び
各
分
野
に
お
け
る
主
な
取

組

○
財

源
等

・
次
の
５
年
間
は
復
興
に
向
け
た
課
題
を
解
決
し
て
い
く
極
め
て
重
要
な
期
間
で
あ
り
、

今
の
５
年
間
以
上
に
⼒
強
く
復
興
施
策
を
推
進
し
て
い
く
た
め
の
財
源
を
確
保
す
る

・
令
和
８
年
度
か
ら
５
年
間
の
事
業
規
模
は
1.
9兆

円
程
度
の
⾒
込
み

・
こ
の
中
で
、
福
島
県
に
つ
い
て
は
、
次
の
５
年
間
の
全
体
の
事
業
規
模
が
今
の
５
年
間
を

⼗
分
に
超
え
る
も
の
と
⾒
込
ま
れ
る

○
自

治
体
支
援

・
必
要
な
⼈
材
確
保
対
策
に
係
る
⽀
援
、
引
き
続
き
実
施
さ
れ
る
復
旧
・
復
興
事
業
に
つ
い

て
震
災
復
興
特
別
交
付
税
に
よ
る
⽀
援
を
継
続

○
組

織
・
原
⼦
⼒
災
害
被
災
地
域
の
最
前
線
の
復
興
に
必
要
な
福
島
復
興
局
内
体
制
整
備

・
地
震
・
津
波
被
災
地
域
に
残
る
中
期
的
課
題
へ
の
⽀
援
に
必
要
な
復
興
庁
内
体
制
整
備

○
そ

の
他

・
基
本
⽅
針
は
、
第
３
期
復
興
・
創
⽣
期
間
の
開
始
か
ら
３
年
後
を
⽬
途
に
必
要
な
⾒
直
し

復
興

を
支

え
る

仕
組

み
等

３
．
教
訓
・
記

憶
の

後
世

へ
の

継
承

・
東
⽇
本
⼤
震
災
・
復
興
記
録
を
収
集
、
取
り
ま
と
め
、
幅
広
く
普
及
・
啓
発

・
被
災
各
地
の
追
悼
・
祈
念
施
設
、
震
災
遺
構
、
伝
承
施
設
等
の
間
で
連
携
し
つ
つ
、
東
⽇
本

⼤
震
災
の
記
憶
と
教
訓
を
後
世
へ
継
承

（
参
考
）
「
第
２
期
復
興
・
創
生
期
間
」
以
降
に
お
け
る
東

日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方
針
【
概
要
】

令
和

７
年

６
月

2
0
日

閣
議

決
定
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Ⅳ
. 
原

子
力

災
害

か
ら

の
復

興
・
再

生
：

2
,8

9
5
億

円
[前
年
度
3,3
55
億
円
]

I
．
被

災
者

支
援

：
1
8
1
億

円
[前
年
度
19
9億

円
]

Ⅴ
．
創

造
的

復
興

：
2
7
5
億

円
[前
年
度
22
4億

円
]

令
和

８
年

度
復

興
庁

予
算

の
ポ

イ
ン

ト

令
和

８
年

度
予

算
額

（
復

興
庁

所
管

）
：

4
,4

9
2
億

円
［
前

年
度

予
算

額
：

4
,8

6
4
億

円
]

・
福

島
国

際
研

究
教

育
機

構
関

連
事

業
（
1
8
6
億

円
）

・
イ

ノ
ベ

地
域

復
興

実
用

化
開

発
等

促
進

事
業

（
7
4
億

円
）

・
移

住
等

の
促

進
（
福

島
再

生
加

速
化

交
付

金
の

内
数

）

※
上

記
の

ほ
か

、
復

興
庁

一
般

行
政

経
費

等
（
4
6
億

円
）
な

ど
を

計
上

。
※

 
福

島
国

際
研

究
教

育
機

構
に

つ
い

て
は

、
別

途
、

共
管

省
の

一
般

会
計

予
算

に
も

研
究

費
等

を
計

上
（
1
3
億

円
）
、

全
体

で
2
0
0
億

円
。

・
被

災
者

支
援

総
合

交
付

金
（
5
5
億

円
）

・
緊

急
ス

ク
ー

ル
カ

ウ
ン

セ
ラ

ー
等

活
用

事
業

（
1
1
億

円
）

・
被

災
児

童
生

徒
に

対
す

る
学

習
支

援
等

の
た

め
の

教
職

員
加

配
（
9
億

円
）

・
地

域
医

療
再

生
基

金
（
6
1
億

円
）

等

Ⅲ
．
産

業
・
生

業
（
な

り
わ

い
）
の

再
生

：
7
0
0
億

円
[前
年
度
36
1億

円
]

福
島
県
の
営
農
再
開
に
向
け
た
取
組
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
⽔
産
業
、
観
光
等
へ

の
⽀
援
を
継
続
。
被
災
12
市
町
村
な
ど
へ
進
出
し
た
企
業
へ
の
⽀
援
を
実
施
。

Ⅱ
．
住

宅
再

建
・
復

興
ま

ち
づ

く
り

：
3
9
5
億

円
[前
年
度
67
5億

円
]

災
害
公
営
住
宅
の
家
賃
低
減
の
ほ
か
、
道
路
事
業
や
災
害
復
旧
等
の
⽀
援
を
継
続
。

・
家

賃
低

廉
化

・
特

別
家

賃
低

減
事

業
（
2
1
1
億

円
）

・
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

（
1
3
億

円
）

・
森

林
整

備
事

業
（
3
6
億

円
）

・
災

害
復

旧
事

業
（
1
3
3
億

円
）

等

・
福

島
県

営
農

再
開

・
高

付
加

価
値

産
地

展
開

支
援

事
業

（
3
7
億

円
）

・
福

島
県

農
林

水
産

業
復

興
創

生
事

業
（
3
3
億

円
）

・
漁

業
・
養

殖
業

復
興

支
援

事
業

（
2
0
1
億

円
）

・
水

産
業

復
興

販
売

加
速

化
支

援
事

業
（
3
7
億

円
）

・
放

射
性

物
質

対
処

型
森

林
・
林

業
再

生
総

合
対

策
事

業
[後

掲
]

・
福

島
県

に
お

け
る

観
光

関
連

復
興

支
援

事
業

（
5
億

円
）

・
自

立
・
帰

還
支

援
雇

用
創

出
企

業
立

地
補

助
金

（
2
7
5
億

円
）

等

・
特

定
復

興
再

生
拠

点
整

備
事

業
（
7
2
億

円
）

・
特

定
帰

還
居

住
区

域
整

備
事

業
（
4
8
8
億

円
）

・
中

間
貯

蔵
関

連
事

業
（
9
9
1
億

円
）

・
復

興
情

報
提

供
・
地

域
情

報
発

信
（
風

評
払

拭
・
ﾘ
ｽ

ｸ
ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ

ｰ
ｼ
ｮﾝ

強
化

）
（
2
2
億

円
）

・
福

島
再

生
加

速
化

交
付

金
（
5
9
1
億

円
）

・
福

島
生

活
環

境
整

備
・
帰

還
再

生
加

速
事

業
（
5
2
億

円
）

・
放

射
性

物
質

対
処

型
森

林
・
林

業
再

生
総

合
対

策
事

業
（
3
8
億

円
）

等

特
定

復
興

再
生

拠
点

や
特

定
帰

還
居

住
区

域
の

整
備

、
中

間
貯

蔵
関

連
事

業
等

を
着

実
に

実
施

す
る

と
と

も
に

、
風

評
払

拭
の

取
組

を
強

化
。

避
難

指
示

解
除

区
域

に
お

け
る

生
活

環
境

の
整

備
を

推
進

。

単
に
震
災
前
の
状
態
に
戻
す
の
で
は
な
く
、
「
創
造
的
復
興
」
を
実
現
す
る
た
め
、
福
島
国
際
研
究
教
育
機
構
の
取
組
や
福
島
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
に
係
る
取
組
を
実
施
。

被
災
者
の
⼼
の
ケ
ア
、

被
災

し
た

子
ど

も
に

対
す

る
支

援
な
ど
、
き
め
細
か
な
⽀
援
を
実
施
。
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